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産業組織の独自性を前提とした心理的問題発生モデル構築の試み 

 

高原龍二(大阪経済大学経営学部／大阪大学大学院人間科学研究科) 

 
産業組織におけるアクション・リサーチのための試論として、心理的問題発生のモデルを提示する。個々の産業組織

では、標準化された尺度から成る一般的モデルだけでは捉えられない組織特有の環境や出来事が構成員の意識に影

響している可能性がある。そこで、外的環境、組織風土、心理的問題、組織的問題の 4 要素の順序性を持ったプロセス

を仮定し、組織風土の構造の不安定性が組織の環境の独自性によって生じており、心理的問題の背景となるという理

論モデルを構築した。モデルの妥当性の確認のために、組織調査事例の実証的分析を行い、その結果に基づいて心

理的問題だけでなく組織風土も組織的問題に直接関連するよう修正を行った。また、組織の独自性の現れ方を精緻化

し、風土の測定尺度の組織特異的構造、外的環境と組織風土、組織風土と心理的問題、組織風土と組織的問題の組

織特異的関連から成るものと位置づけた。 

 

キーワード：アクション・リサーチ、組織風土、心理的問題 

 

産業組織における心理的問題 

本稿では、産業組織における心理的問題への対策に、

意識調査を用いたアクション ・ リサーチ (Action 

Research)を応用するための枠組みを検討する。 

産業組織において、心理学による解決や支援を期待

されている領域は少なくない。職場や仕事への適応がう

まくいかずに発生するストレス問題、慢性化したストレスを

背景としたうつ病などの精神疾患による休職や離職、不

景気を背景とした失職や配置転換などによるキャリア・プ

ランの見直しなど、主に産業心理臨床が対象とするような

領域から、職場におけるリーダーシップのあり方、現場従

業員の労働意欲の向上や低下、ヒューマン・エラーによ

る労働災害など、主に産業・組織心理学や経営学が対象

としている領域まで、多くの例を挙げることができる。 

上記のような問題の解決や改善を目指す方法の一つ

として、アクション・リサーチを挙げることができる。例えば、

Esso Standard Oil Companyで行われたアクション・リ

サーチ・プログラム(Shepard, 1960)では、職場運営の改

善のために、従業員の意識調査結果に基づいたマネジ

メント研修を行い、マネージャー当人や部下などの認知

が変わるかどうかを検討している。Israel, Schurman, & 

House(1989)とHugentobler, Israel, & Schurman(1992)

は中規模の部品製造業において大学・労働組合・経営の

協働による 6 年間のアクション・リサーチ・プロジェクトを

報告している。プロジェクトでは、職場のストレス要因を改

善し、従業員の Well-being を向上させることを主な目的

として、インタビュー、フィールド・ノート、質問紙調査を組

み合わせた問題把握と、それに基づいた介入が行われ

ている。同じプロジェクトからは、マネジメントのスタイル

が異なる 2 つの工場における、ストレス反応軽減のため

の介入の効果の違いも検討されている(Heaney, Israel, 

Schurman, Baker, House, & Hugentobler, 1993)。

Halbesleben, Osburn, & Mumford(2006)は消防署に

おいて、バーンアウトに介入するためのプログラムを観察、

インタビュー、質問紙調査に基づいて開発し、その効果

を検証している。日本においても川上・河島・桝元・大久

保・広田・渡辺・林・原谷・岩田・今中・荒記・村田(1996)に

よる職場の問題点の討議などに基づいたストレス対策と

その効果の検証や、PM リーダーシップ理論を元にした

組織開発とその効果の検証の報告(三隅・藤田, 1982)な

どがある。 

これらの職場における意識を扱うアクション・リサーチ

のほとんどが、アウトカムとなる指標を何らかの手段で測

定し、その指標の変化を改善の有無の判断としている。

つまり、アウトカムとなる指標の不足や過剰が、改善を要

する問題であると位置付けられる。アウトカムとなる指標

は、マネジメントやリーダーシップ、身体的・心理的健康、

コミュニケーションや生産性など多岐にわたっている。本

稿では主にメンタルヘルス指標としてのストレス反応や職

務満足といった、職場における従業員の Well-being を

支援するための取り組みを扱う。そのために、まずは産

業メンタルヘルスや産業・組織心理学における伝統的な

理論モデルの概観を通して、産業領域における心理的

問題の位置付けを明確にし、伝統的モデルとアクション・

リサーチの関連を論じた上で、組織特有の風土を踏まえ

たアクション・リサーチのための理論モデルを提唱する。 

 

職場のWell-beingに関する伝統的モデル 

伝統的な理論モデルとして、代表的な職業性ストレス

モデルと職務満足モデルを概観し、それらの理論が組織

の改善のために測定尺度を構成していることを確認す

る。 

職業性ストレスモデル 

仕事や職業生活に関して強い不安、悩み、ストレスを



感じる労働者は 6割に上ることが示されている(厚生労働

省, 2014)。職業性ストレスは現代の産業組織において非

常に重大な問題となっているといえる。こうした職業性スト

レスを説明するための代表的なモデルとして、

Karasek(1979)のDemand-Controlモデルおよびそれ

を 拡 張 し た Demand-Control(-Support) モ デ ル

(Johnson & Hall, 1988)、NIOSH職業性ストレスモデ

ル(Hurrell & McLaney, 1988)、努力-報酬不均衡モデ

ル(Siegrist, 1996)を挙げることができる。 

Karasek(1979)は職業性ストレスを予測する 2つの主

要な要因として仕事の要求度(job demand)と裁量権(job 

decision latitude)を提唱し、仕事の要求度の高低と裁量

権の高低を組み合わせた 4 群のうち、要求度が高く、裁

量権が低い高ストレイン群において、最もストレス反応が

高くなると説明している。そして、アメリカとスウェーデン

の労働者データから、疲憊や抑うつなどのストレス反応だ

けでなく、欠勤日数や薬の消費量、さらには職務満足や

生活満足が説明できることを示している。本モデルは裁

量権を別の表現であるコントロール(job control)に換言し

て Demand-Control(仕事の要求度-コントロール)モデ

ルと呼ばれている。 Johnson & Hall(1988)は、

Demand-Control モデルに同僚からのソーシャルサポ

ートを加えたモデルを提唱し、スウェーデンの労働者に

おける心臓血管疾患を説明できることを示した。本モデ

ルは Demand-Control-Support(仕事の要求度-コントロ

ール-サポート)モデルと呼ばれている。 

Demand-Control(-Support)モデルに準拠した尺度

として、Karasek(1985)が Job Content Questionnaire 

(JCQ)を開発している。JCQ は日本語にも訳されている

(Kawakami, Kobayashi, Araki, Haratani, & Furui, 

1995; Kawakami & Fujigaki, 1996)。平成7-11年度

労働省「作業関連疾患の予防に関する研究班」の研究で

は、Demand-Control(-Support)モデルに従った集団

の職業性ストレス評価ツールとして、仕事のストレス判定

図を開発している(労働省, 2000)。同研究では個人の職

業性ストレスを評価するための職業性ストレス簡易調査票

も開発されており、仕事のストレス判定図を用いた職場の

評価にはこの調査票に含まれている項目か JCQの項目

を用いるようになっている。なお、職業性ストレス簡易調

査票は、ワーク・エンゲイジメントなどの新しい項目を加え

た新職業性ストレス簡易調査票に発展している(厚生労働

省, 2012)。 

アメリカの国立労働安全衛生研究所 (National 

Institute for Occupational Safety and Health)の作成

した職業性ストレスモデルでは、職業性ストレスに関する

統合的なモデルが提示されている(Hurrell & McLaney, 

1988)。モデルの中核は職業性ストレッサー (job 

stressors)が急性ストレス反応(acute reactions)の要因と

なり、それが慢性化することでストレス性疾患(illnesses)

に至るという流れになっており、さらに年齢や性別などの

個人要因(individual factors)、家庭などの仕事外の要

因(nonwork factors)、ソーシャルサポートなどの緩衝要

因(buffer factors)の影響も考慮されている。Hurrell & 

McLaney(1988)は本モデルの適用例として看護師の労

働組合員を対象に調査を行い、尺度の信頼性が十分で

あることを確認した上で、職業性ストレッサーが職務満足

や身体愁訴を説明することを示している。 

NIOSH 職業性ストレスモデルに準拠した尺度は、

Hurrell らによって開発された NIOSH general job 

stress instrument / Generic Job Stress Questionnaire

である(Hurrell & McLaney, 1988; Hurrell , Nelson, 

& Simmons, 1998)。本尺度は原谷・川上・荒記(1993)

によって日本語に訳され、その信頼性と妥当性が確認さ

れている。 

Effort-Reward Imbalance(努力-報酬不均衡)モデル

(Siegrist, 1996)は、職務における努力と報酬のバランス

からストレスを説明する理論モデルである。努力は外発

的な仕事の要求度や義務と内発的な活力や没頭などに

代表され、報酬は経済的報酬、心理的な報酬、キャリア

に関する報酬によって代表されており、費やす努力から

得られることが期待されるレベルに報酬が及ばない高努

力 /低報酬状態をス トレスフルであるとする 。

Siegrist(1996)は複数の国の労働者を対象に調査を行

い、モデルによって心臓血管疾患の症状やその危険因

子が説明できることを示している。その後、モデルを構成

する概念は、努力、報酬、オーバーコミットメントに整理さ

れ、高い承認欲求のような過剰な仕事へのコミットメントが

ストレス反応の危険因子であることがより明確化されてい

る (Siegrist, Starke, Chandola, Godin, Marmot, 

Niedhammer, & Peter, 2004)。 

Effort-Reward Imbalanceモデルに準拠した尺度は、

Siegrist et al.(2004)によるERI Questionnaire である。

本尺度は Tsutsumi, Ishitake, Peter, Siegrist, & 

Matoba(2001)によって日本語に訳され、歯科技工師を

対象にした調査によって信頼性と妥当性が確認されてい

る。 

職務満足理論 

職務満足は、職務態度に関する研究において最初に

対象となり(Schleicher, Hansen, & Fox, 2011)、組織研

究において最も多く取り扱われている構成概念である

(Spector, 1997)。ストレス理論や動機づけ理論において

も言及されることは少なくなく、精神的健康や QWL に影

響する媒介要因と位置づけられている(田中, 1998)。 

島津(2004)によれば、職務満足研究は1920年代頃か



ら行われ始め、初期には離職率・欠勤率との関係が、そ

の後業績・生産性との関係が研究の焦点となった。前者

については、一貫して負の関連が認められており、後者

については一貫した結果が示されていないが、職務満

足と離職率や欠勤率が関連することを背景に、職務満足

の向上要因の研究が進められることになった(島津, 

2004)。職務満足に関する主要な理論モデルとしては、

動機づけ -衛生要因理論を挙げることができる。

Herzberg, Mausner, & Snyderman(1959)は職務満足

と職務不満足の要因が異なることを示し、達成、承認、仕

事そのもの、責任、昇進などの動機づけ要因、政策と経

営、監督、対人関係、作業条件などの衛生要因に分類し

ている。本理論は会計士と技師を対象とした面接調査を

基に提唱された(Herzberg et al., 1959)が、その後多く

のサンプルを対象に調査が行われ、対人関係を除いて

はほぼ一貫した結果が得られている(Herzberg, 1966)。

しかし、職務満足を二次元のものとして捉えることについ

ては議論も多く(島津, 2004)、質問紙調査を用いた職務

満足研究には職務満足を連続的な一次元の尺度として

扱っているものが多い。そうした研究のレビューやメタア

ナリシス(Schleicher et al., 2011) からは、職務満足の先

行要因として、職務特性(自律性、フィードバック、職務複

雑性、多様性、タスク・アイデンティティ、有意味性)、風土

および制約・サポートの知覚(組織、上司、同僚)、役割知

覚(役割葛藤、役割不明瞭)、公正さの知覚(分配的、手続

き的、相互作用的)、個人要因(感情状態、パーソナリティ、

統制の位置、自尊感情、自己効力感、遺伝、個人と組織

の適合) を、相関する特性として、キャリア・コミットメント、

職務とキャリアへの関与、労働倫理、職業や組織へのコミ

ットメント、生活満足、個別の職務満足(同僚、キャリア、給

与、監督者など) を、アウトカムとして、動機づけ、パフォ

ーマンス、組織市民行動、身体・精神的健康、離脱意識

や行動(欠勤、離職など) が挙がっている。 

職務満足の測定では、給与、人間関係などの個別的

職務満足を扱う尺度と、仕事全般に関する全体的職務満

足を扱う尺度が並行して利用されている(Schleicher et 

al., 2011)。島津(2004)によれば、個別的職務満足を測

定する尺度としては、Job Descriptive Index(JDI) 

(Smith, Kendall, & Hulin, 1969)や 、Minnesota 

Satisfaction Questionnaire(MSQ) (Weiss, Dawis, 

Lofquist, & England, 1966)が用いられており、全体的職

務満足を測定する尺度としては JDIの改定版である Job 

in General scale(JIG)(Ironson, Smith, Brannick, 

Gibson, & Paul, 1989)が代表的である。なお、JDI と

JIGは 2009 年に改訂されたものが現在用いられている

(Brodke, Sliter, Balzer, Gillespie, Gillespie, 

Gopalkrishnan, Lake, Oyer, Withrow, & Yankelevich, 

2009)。また、1 項目で全体的職務満足を測定している例

もある(e.g., Glenn & Weaver, 1985)。日本における職

務満足尺度としては、職場環境、職務内容、給与に関す

る安達(1998)の尺度があるが、それ以外にも職務態度の

一部として 1 項目で測定されたり、独自に設計された数

項目の尺度で測定されたりしている(e.g. 島津, 2004)。 

 

アクション・リサーチ 

アクション・リサーチは、Lewin(1946)によって提唱さ

れた社会的実践を含む研究法である。Lewinは、ユダヤ

人や黒人への差別などの社会的な問題の解決に社会科

学の方法が適応できると考え、計画、行動、事実発見の

循環過程からなる螺旋的プロセスをアクション・リサーチ

として位置付けた。Argyris(1983)によると、Lewin のア

クション・リサーチは(1)問題主導型、(2)クライアント中心、

(3)現状維持への挑戦、(4)経験的に反証可能な仮説の

産出、(5)理論への仮説の体系的な関連付け、(6)理論の

日常生活への有用性、の特徴を持つ。 

現在、アクション・リサーチは教育学、社会サービス、

農村振興、組織、共同体開発、政治実践、ソーシャルワ

ーク、公衆衛生、看護、環境など多くの領域に適用され

ており、その呼び名も、action research, participatory 

action research, participatory research, practitioner 

research, action science, collaborative action 

research, cooperative inquiryなど、研究の目的や位置

付けによって多様である(Herr & Anderson, 2005; 

Israel, Schurman, & Hugentobler, 1992)。適用領域

や名称だけでなく、アクション・リサーチは期間や対象者、

扱う問題やその問題を取り扱うための理論モデル、問題

把握や介入の手法などの面で、それぞれの研究の独自

性が強い。しかし一方で、多くの研究者が同意する共通

点もあり、Herr & Anderson(2005)はそれを以下のよう

にまとめている。(1)組織や共同体に関して、内部者によ

って、あるいは内部者と共に行われる研究であり、内部

者についての研究ではない。(2)反省的プロセスである

が、意図的で系統的に実施され、証拠の提示が求められ

るという点で、孤立偶発的な反省とは異なる(何が証拠を

構成するかについては未だ論争が続いている)。(3)組織

や共同体のメンバーが特定の問題状況に対処するため

にとった/とっている/とろうとしているアクションやそのサイ

クルを志向する。(4)変化は状況の中か研究者ら自身の

中で、あるいはその両方で生じる。中村(2008)はアクショ

ン・リサーチに関する従来の定義を概観した上で、「社会

のあるシステムにおいて現実に起こっていることに対して、

目標とする状態の実現に向けての変革を志向した活動

が行われるとともに、それらの活動、現状の把握や活動

の影響の調査、行動科学の知見の応用や生成、を相互



に関連させていく実践過程を通しての研究である」とまと

め、その過程において民主的な価値観をベースとした協

働的実践が行われることを指摘している。これらの定義に

含まれる理念から、必然的にアクション・リサーチは 2 つ

の目的を持つ。問題状況の解決と、社会科学への貢献で

ある(Clark, 1980; Rapoport, 1970)。 

アクション・リサーチはLewin(1946)が提示した時点か

ら、螺旋的なサイクルを辿るものとして位置付けられてい

るが、Lewin の提示した計画、行動、事実発見のサイク

ル自体については、その後他の研究者によって様々な

形態が提示されている。Susman & Evered(1978)は、

アクション・リサーチをクライアント・システムの基盤の開

発を背景とした、診断(diagnosing)、活動計画(action 

planning) 、 活 動 実 施 (action taking) 、 評 価

(evaluating)、知見の明確化(specifying learning)の 5 

要素からなるサイクルとして提示している。Coghlan & 

Brannick(2010)は、アクション・リサーチのサイクルを文

脈と目的(context and purpose)を背景とした、構築

(constructing)、活動計画(planning action)、活動実施

(taking action)、活動評価(evaluating action)のサイク

ル を 提示 し て い る 。 構築は 元々 Susman & 

Evered(1978)と同様に診断と表現されていたが、データ

収集のプロセスが現実を社会的に構築するという社会構

築主義的な観点(Bushe & Marshak, 2008)の導入によ

り、表現が改められている。中村(2008)は、Susman & 

Evered(1978)を引用している渡辺(2000)やCoghlan & 

Brannick(2010)の見解をまとめて、文脈と目的を背景と

し、現状の把握、分析、アクションの計画、実行、評価、科

学的知見の同定から構成される 1 サイクルのモデルと、

そのサイクルが螺旋状に連結する反復的モデルを提示

している。 

 

アクション・リサーチの一般化問題 

アクション・リサーチにおける種々のモデルにおいて、

診断/構築や評価と位置付けられる段階には、多くの場合

測定が伴う。アクション・リサーチの一種といえるサーベ

イ・フィードバック(e.g., French & Bell, 1999)はこの測定

段階に重点をおいた典型的方法であり、多くのアクショ

ン・リサーチが、質問紙調査を主に用いた定量的な診断

を行っている。これは、アクション・リサーチが社会科学に

おける研究の一領域であり、科学的手法を用いることが

志向されることが少なくないためであるが、産業組織にお

いては、一般化可能な知見を導くことを目的とした統制さ

れた実験的研究を行うことにはかなりの困難が伴う。これ

は、介入が適用されない統制群を設定する研究モデル

が問題解決という観点からは望ましくないと判断されやす

いため、当該産業組織自体に受け容れられにくいことな

どが関連している。こうした、問題解決と専門性との間の

潜在的な対立構造を、Rapoport(1970)は目的のジレン

マとして、Argyris & Schön(1989)は厳密さ(rigor)と妥当

性(relevance)のジレンマとして指摘している。このジレン

マは容易に解決し難いものであるため、結果としてアクシ

ョン・リサーチには組織の問題解決をより重視する態度と

科学的な厳密性をより重視する態度を対極とした種々の

アプローチがみられている。Susman & Evered(1978)

は、アクション・リサーチの価値は実証科学の基準から位

置付けることが困難であると指摘し、実践の概念や社会

構成主義などの哲学的基盤に依った、組織メンバーとの

協働による知識生成のためのプロセスとしての価値づけ

を主張している。Elden & Chisholm(1993)は 5つの特

徴に渡って、通常科学、古典的アクション・リサーチ、新し

いアクション・リサーチの違いを論じているが、価値中立

的で単一の因果規範のみを扱い、研究のプロセスに参

加者が立ち入る余地のない通常科学は、アクション・リサ

ーチとは異なるものと位置付けられている。このように通

常科学とアクション・リサーチの間に距離を置く考え方は、

アクション・リサーチの中でもクライアントとの関係性を重

視する参加型アクション・リサーチ(Participatory Action 

Research)に特に顕著である(e.g. Swantz, 2008)。一方

で、Coch & French(1948)のように、実験群と統制群を

設定して生産性のような量的指標を比較する伝統的な通

常科学的アプローチをとっているアクション・リサーチも

みられる。Argyris(1983)の提唱するアクション・サイエン

ス(Action Science)のように、通常科学からの解放を主張

しつつも、反証可能な仮説を立てて、一般化できる知見

を理論に組み込んでいくことを重視するアプローチもあ

る。また、Aguinis(1993)は従来の文献においてアクショ

ン・リサーチが科学的手法に劣るとされてきたことに対し

て、質的方法と量的方法の併用研究の出現や、構造方

程式モデリングのように組織の複雑な事象を捉える手法

の出現などを理由としてアクション・リサーチは科学的方

法と類似していると結論付けている。 

以上の議論の軸は、研究者の持つ組織観にも大きく関

わっていると考えられる。すなわち、前者のアプローチは

個別の組織の問題や解決プロセスを独自のものと捉える

傾向を持ち、後者のアプローチは組織一般についての

原理への志向性を持っているといえよう。Lewin(1946)

が社会研究は集団生活の一般法則の研究と特殊状況に

ついての診断とを取り扱うと述べているように、社会や組

織の研究においては一般性と独自性が分離されて認識

される傾向がある。実際に、組織に対して一般的なモデ

ルや原理をいつでも適用することができるかどうかにつ

いては、いくつかの研究から疑問を差し挟むことができる。

島津・布施・種市・大橋・小杉(1997)は、ストレッサー尺度



およびストレス反応尺度の作成研究において、ある組織

構成員から得られたデータを元に構成した尺度を別の組

織に適用して交差妥当性を確認し、ストレス反応尺度は

どちらの組織に置いても構成に一致がみられた一方で、

ストレッサー尺度の構成が組織によって異なったことを示

している。組織におけるストレッサーの独自性について

は、Halbesleben et al.(2006)も指摘している。また、

Turner & Lawrence(1965)は、郊外の労働者は複雑な

仕事によって職務満足が高まるのに対し、都会の労働者

は低下することを指摘している。このように心理尺度内の

項目の相関行列、あるいは尺度間の相関が組織によって

異なることは、組織における構成員の欲求と満足の階層

構造を実証しようとした ERG理論の研究においてもみら

れており(Alderfer, 1972; Wanous & Zwany, 1977)、組

織風土によるものと解釈されているが、この視点は、一般

的モデルだけでは捉えられない組織特有の環境や出来

事が、構成員の意識に影響している可能性を示唆する。 

組織における上記のような独自性は、リーダーシップ

における状況対応アプローチの各理論のように、それ自

体がモデルとして一般化されうる可能性を持っていると考

えられるが、そのためには組織においてどのような側面

が独自性を持ち、どのような側面が一般性を持つのかを、

研究事例の蓄積によって明らかにしていくことが必要とな

る。つまり、本稿で概観したような一般的なモデルに加え

て、各組織や職場に特有の風土を測定し、組織の心理的

問題の改善に活用するモデルを構築し、それを精緻化し

ていくことは、アクション・リサーチにおける独自性と一般

性のジレンマの解消に貢献するものであると考えられる。 

 

組織における風土 

組織における独自性をもたらすものとして、本稿では

組織風土(organizational climate)の概念を採り上げる。

組織風土とは、個人レベルでの組織環境の知覚である心

理的風土(psychological climate)を、組織単位で集計し

た構成概念である(e.g., James & Jones, 1974; Parker, 

Baltes, Young, Huff, Altmann, Lacost, & Roberts, 

2003)。 

組織における心理的な風土の研究は 1930 年代に

Lewinによって始められた(Litwin & Stringer, 1968)。

Lewin(1950)は心理的な雰囲気(親密さ、緊張など)が経

験的な現実であり、科学的に記述可能であると述べてい

る。Litwin & Stringer(1968)はLewinの考えを基本と

し、知覚された組織環境として風土を位置付け、それによ

ってモティベーションが喚起あるいは減殺されるとしてい

る。そして、その次元を、「構造」、「責任」、「報酬」、「危険

負担」、「暖かい雰囲気」、「支持性」、「標準」、「対立」、

「一体感」という 9 つに分類している。しかし、これらの次

元のいくつかは強く相関しており、次元の独立性につい

て問題があることも指摘している。その後、組織における

心理的風土の次元に関する研究は数多く行われている

が、その結果はほとんど一致がみられておらず、Koys & 

DeCotiis(1991)は文献レビューから 80 を超える次元が

見出されたと述べている。なお、Koys & DeCotiis(1991)

はこれらの次元を「自律」、「団結」、「信頼」、「圧力」、「支

持」、「評価」、「公平」、「革新」という 8 つにまとめている

が、それは独自性の強い次元を削除した結果であり、網

羅的なものとはいえない。風土は集合的(molar)で合成

的な性質を持っており、どの組織にも共通する普遍的な

次元というものは見出せないということも指摘されている

(e.g., Parker et al., 2003)。このことは、先述の通り組織

における心理特性の構造そのものが異なるなどの事情

によるものであることが仮定できよう。一方で、風土を取り

巻く要因や結果については、理論モデルや統計的な実

証の結果がある程度の一貫性を示している。Burke & 

Litwin(1992)の組織におけるパフォーマンスと変化のモ

デルでは、客観的・外的な組織環境がモデルの始点に

位置付けられて風土の要因となり、風土がアウトカムとし

ての動機づけに影響し、最終的な指標として個人や組織

レベルでのパフォーマンスが終点に位置付けられている。

Burke & Litwin(1992)のモデルは組織診断における

包括的なモデルと位置付けられており(Di Pofi, 2002)、

モデル全体の統計的な妥当性を検証されてはいないも

のの、個別の要素の関係には先行研究からの裏付けが

示されている。また、Parker et al.(2003)は、心理的風土

に関する実証的研究を収集し、アウトカムとの相関行列を

メタアナリシスによって求め、構造方程式モデルを検証し

ている。Parker et al.(2003)のモデルでは、心理的風土

に共通した次元がないことを認めつつも、内容妥当性や

検証的因子分析による裏付けなどの観点から職務特性、

役割特性、リーダーシップ特性、ワークグループと社会

環境特性、組織属性とサブシステム属性の 5つの特性の

共通因子を組織環境の知覚における共通の判断プロセ

スとして組み込み、アウトカムとして勤務態度や動機づけ、

最終的な指標としてパフォーマンスを位置付けている。 

 

組織風土と心理的問題のモデル 

組織風土やその基盤となる心理的風土は、その組織

の特異な外的環境を反映し、そのアウトカムとしての動機

付けなど影響するという先行研究を踏まえて、本稿の目

的とする心理的問題に関するモデルを構築することを試

みた(Figure 1)。外的環境は、組織における各成員が置

かれる客観的な条件であり、業種や職種などによって異

なる職務特性、上司のリーダーシップや物理的環境がそ

れに相当する。本要素は概念的に客観的な事実として測



定できるものであり、主観的判断は介在しない。組織風

土は組織環境の知覚の組織レベルでの構成概念という

伝統的な定義に従い、職務特性やリーダーシップ、職場

集団などに関する労働者の主観的な評価が位置づけら

れるものとする。心理的問題は個人レベルでの主観的な

アウトカムを指し、動機づけの低下やストレス反応の増大

などが位置付けられることになる。最後に位置する組織

的問題は、組織全体の生産性の低下や休職率の上昇な

ど、組織としての介入が求められる単位での問題を指す。

主観的な評価や反応に相当する組織風土と心理的問題

は、前者が集合的で合成的なものであるという指摘の通

り、構造の一定しないものであるのに対し、後者に相当

する職務満足やストレス反応についてはそうした指摘が

みられないことから比較的安定した構造を持つものと考

えられる。 

組織風土の構造の不安定性は、複数の組織に共通す

る次元が見出せないという従来の議論に従えば、風土を

測定する尺度の因子構造が組織によって異なる、つまり、

組織風土を測定する項目間での相関関係が組織特有で

あることを意味することになる。このことは因子分析にお

いては組織間での因子負荷量や因子間相関の違いとし

て現れてくることになり、尺度得点を用いる場合は組織間

での得点同士の相関の違いとして現れてくることになると

考えられる。本稿ではそれに加えて、組織風土の測定尺

度が、心理的問題尺度やその他の変数と特有の関連を

示す場合も広い意味で不安定な組織風土の現れである

と考える。これは、ERG 理論において、各欲求尺度と満

足尺度の相関関係が異なることが組織風土によるものと

解釈されている(Alderfer, 1972; Wanous & Zwany, 

1977)ことや、組織風土の因子構造や因子間相関が組織

特有である場合は、それが心理的問題に与える影響も特

有であると推測できるためである。 

職業性ストレスにおける心理的問題のプロセスを例に

挙げるならば、長時間労働などの客観的な労働状況(外

的環境)の知覚として、主観的な仕事からの要求が高まり

(組織風土)、その結果としてストレス反応が増大し(心理的

問題)、組織レベルの問題としての業績低下などに至る

(組織的問題)ということになる。この例で採り上げたように、

本モデルは先述の伝統的な職業性ストレスモデルとも矛

盾するものではなく、その中で環境からのストレッサーの

認知的評定やコーピングのプロセスが一貫した構造を持

っていないことは先述の通り島津他(1997)が指摘してい

ることである。 

本稿では、上記モデルの妥当性について、主に教員

の組織調査事例の実証的分析(高原, 2014; 高原, 印刷

中)に基づいて検討する。現実の組織での意識調査を元

にした介入は、統制群を置いてその効果を検証したり、

他の組織で同じ介入を行うことで再現性を確認したりする

ことが困難であるため(Susman & Evered, 1978)、類似

した別の状況に役立つ転移性のある知識生成のための

事例研究として扱われることがある(Herr & Anderson, 

2005)。分析手法の向上によってアクション・リサーチが

科学的手法と類似しているという Aguinis(1993)の観点

から、こうした個別の事例の扱いにおいても、可能な限り

実証的な分析手法を用いることによって、転移性あるい

は一般化の程度は高めることができるものと考える。 

 

事例概要 

教員と労働者の職務満足に関する検討(高原, 2014)で

は、教員と労働者の職務満足の検証的因子分析と、階層

的重回帰分析による年齢・職務満足関係の比較を行った。

前者の分析からは、人間関係満足、給与満足、労働時間

満足の個別的職務満足と総合的職務満足の 4 つの職務

満足が教員と労働者で共通して見出されることが示された。

また、各職務満足の潜在変数と顕在変数との関係の強さ

は、教員と労働者間で大きな違いがみられない一方で、

潜在変数間の関係の強さには多くの違いがみられた 1)。

後者の分析からは、教員では職務満足が年齢と共に低

下する線形関係が主に確認されたのに対し、労働者で

は低下傾向が上昇傾向に転ずるU字型関係が主に確認

された。 

教員の精神疾患休職率の規定要因に関する検討(高

原, 印刷中)では、外的環境としての都道府県別教育環

境や施策が、組織風土としてのストレスフルな環境の知

覚に影響を与え、組織風土が心理的問題としてのストレ

ス反応に影響を与え、それが組織的問題としての都道府

県別精神疾患休職率を規定するという仮説を立て、小学

校教員と中学校教員別に政府統計と意識調査のデータ

心理的問題組織風土外的環境 組織的問題

客観的 主観的

構造不安定

主観的

構造安定

客観的

Figure 1 組織の心理的問題に関する基本モデル 

 



を用いたマルチレベル構造方程式モデリングによって検

証した。小学校教員モデル、中学校教員モデルの両方

において、個人レベルでは伝統的なストレスモデルが成

立し、ストレスフルな環境認知がストレス反応の要因とな

ることが示された。小学校モデルの集団レベルでは、外

的環境から組織風土へのパス、組織風土から心理的問

題へのパス、心理的問題から組織的問題へのパスが確

認されただけでなく、組織風土から組織的問題へのパス

も確認された。中学校モデルの集団レベルでは、外的環

境から組織風土へのパスが確認されたが、心理的問題と

してのストレス反応は集団ごとの一致性が低いためモデ

ルには残らず、組織風土から心理的問題へと直接的な

パスが確認された。 

 

心理的問題に関するモデルの修正 

教員と専門職労働者の職務満足に関する分析から示

された 4次元の職務満足のうち、全体的な満足を表す総

合的職務満足(の不足)は本稿のモデルにおける心理的

問題に相当し、それらの前提となると考えられる個別的職

務満足である人間関係満足、給与満足、労働時間満足

は組織における心理的風土を表すと考えられる。個別的

職務満足間の関係や全体的職務満足との関係が教員と

労働者で異なっていたことは、職種差を背景として、心理

的風土の組織レベルのまとまりとしての組織風土の構造

の違いが、心理的問題にも影響を与えていると解釈する

ことができる。また、職務満足の年齢による変化について

職種による違いが示されたことも、外的な環境を背景とし

た組織風土の違いと、心理的問題への影響と解釈するこ

とができる。教員の精神疾患休職に関する分析からは、

教員特有の環境や行政施策からの組織風土への影響、

組織風土から心理的問題への影響、心理的問題から精

神疾患休職率への影響を含めたモデルも確認された。

以上の結果は、組織における外的環境の独自性が組織

特有の風土に影響しており、それが心理的問題の背景と

なるという枠組みに合致しており、本稿のモデルを基本

的には支持したと考えられる。 

しかし、組織風土と心理的問題の構造や関連について

は、仮定した枠組みに完全には合致しない点も確認され

た。職務満足の分析においては、心理的風土の尺度内

の構造が心理的問題の尺度と同様に概ね一致していた

ことが示された。風土間の関係には職種差が示されたこ

とから、この結果はモデルに矛盾しているとはいえないも

のの、組織における風土と心理的問題の間に明確な区

別をつけることが困難である可能性を示唆している。 

精神疾患休職率に関する分析では、心理的問題として

位置付けたストレス反応から組織的問題といえる精神疾

患休職率への影響が、小学校のモデルにおいて確認さ

れ、中学校のモデルにおいては確認されなかった。また、

小学校、中学校の両モデルにおいて、組織風土から組

織的問題への直接の影響が確認された。このことは、組

織風土を背景とした心理的問題の成立と、心理的問題の

結果としての組織的問題という基本的な仮定に反してお

り、職務満足の分析からの示唆と同様に、組織風土と心

理的問題の機能の明確な区別が困難であることを示して

いるものと考えられる。すなわち、組織における風土と心

理的問題が広く心理社会的要因に属するものとして組織

的問題の前提となる可能性を考慮する必要があると思わ

る。 

以上の考察を踏まえ、分析結果との矛盾が生じないよ

うに修正、精緻化を試みたモデルを提示する(Figure 2)。

主観的な尺度によって測定される組織風土と心理的問題

は、広く心理社会的な要素として組織的問題へと関連し

ているが、職場環境の知覚を反映する組織風土は心理

的問題の背景ともなっている。組織の外的環境が環境の

心理的問題

組織風土

外的環境 組織的問題

客観的

主観的

客観的

組織特異的構造

組織特異

的関連

組織特異

的関連
組織特異

的関連

Figure 2 組織の心理的問題に関する修正モデル 



知覚を経由せずに心理的問題に直接関連することは考

え難いため、外的環境は組織風土のみに影響を与えるも

のと位置づけられる。組織の独自性は外的環境を背景と

して組織風土尺度における組織特異的な構造として現れ

てくるものと位置づけられ、この独自性は心理的問題や

組織的問題との関連にも現れるものと考えられる。 

本モデルは当初のモデルと比較して組織風土と心理

的問題の境界を曖昧にし、組織の独自性の現れ方が広く

仮定されたものであるが、実在の産業組織の問題を捉え

る枠組みとしては応用性があると考えられ、心理尺度内

や尺度間の相関関係が一定であるという前提でアクショ

ン・リサーチにおける診断や評価を行うことが組織の実態

を見誤るリスクを孕んでいることを示している。 
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註 
1) なお、本分析を発展させ、個別的職務満足が総合的職務
満足に影響を与えるモデルを検証したところ、各職務満足潜
在変数と顕在変数の 9つの組み合わせの内、教員と労働者
間でパス係数に有意差がみられたのは 1つであったのに対
し、各職務満足間では 6つのパス係数のうち 5つに有意差
が確認された。

 

 

 Construction of a psychological problem generation model  

which accounts for the uniqueness of industrial organizations 
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 Graduate School of Human Sciences, Osaka University) 

 
The model of the psychological problem generation in industrial organizations is presented in the 

context of action research. Attitudes of employees may be affected by unique environments and unique 

events within their respective organizations, and this uniqueness may not be measureable by standard-

ized scales of the general model. Therefore, the research assumed a process flow of external environment, 

organizational climate, psychological problems, and organizational problems, where the instability of 

organizational climate is influenced by the external environment and becomes a factor affecting psycho-

logical problems. Empirical analyses of organization surveys led the research to include in the model both 

organizational climate and psychological problems as factors influencing organizational problems. Fur-

thermore, the concept of the uniqueness of organization was developmentally assumed to consist of a 

unique structure of climate scales and a unique correlation between environment and climate, climate 

and psychological problems, and climate and organizational problems. 
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